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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第23期
第１四半期
連結累計期間

第24期
第１四半期
連結累計期間

第23期

会計期間

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　６月30日

自　平成25年
　　４月１日
至　平成25年
　　６月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成25年
　　３月31日

売上高 (千円) 18,644,01017,362,27385,687,666

経常利益 (千円) 548,840 566,3882,699,758

四半期(当期)純利益 (千円) 475,626 570,6112,357,703

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 473,641 595,2502,396,721

純資産額 (千円) 5,691,7127,719,2247,157,707

総資産額 (千円) 22,394,08320,570,57427,240,017

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 1,020.551,276.415,138.45

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1,012.541,263.395,098.06

自己資本比率 (％) 23.2 35.3 24.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融緩和策や経済政策による中長期的な経済成長へ

の期待感により円安の進行や株高へ推移するなど、全体としての景況感は徐々に改善がみられましたが、

米国の金融政策の先行きに対する不透明感や日本の長期金利の上昇などの懸念材料により、依然として

先行きは不透明な状況となっております。

当社グループの主要事業である携帯電話の市場におきましては、各通信事業者による固定通信サービ

スとの組み合わせによる割引料金の推進や、次世代高速通信規格（ＬＴＥ）の本格的な普及にむけて多

様な料金体系の設定、多様なキャンペーンの実施など、競争は一段と激しさを増しております。

このような状況のもと、当社グループのビジョンである「西日本における情報通信業界のナンバーワ

ンディストリビューター」を目指し、主力事業である情報インフラ事業に特化する事業戦略に基づき邁

進してまいりました。　

その結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、前連結会計年度末に実施した事業譲渡の影響も

あり、売上高は前年同四半期比1,281百万円減の17,362百万円となりました。また、営業利益は前年同四半

期比39百万円減の527百万円、経常利益は前年同四半期比17百万円増の566百万円、四半期純利益は前年同

四半期比94百万円増の570百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

　

〔情報インフラ事業〕

主力商材の携帯電話販売事業におきましては、通信事業者によるナンバーポータビリティ（ＭＮＰ）

の推進策ならびに、スマートフォンへの買い換え策への対応に注力してまいりました。また、店舗の改装

による接客スペースの改善などにも継続的に取り組んでまいりました。

以上の結果、当事業の売上高は前年同四半期比428百万円増の16,390百万円、営業利益は前年同四半期

比116百万円減の346百万円となりました。
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〔法人ソリューション事業〕

法人ソリューション事業におきましては、クラウドコンピューティングを利用したレンタルサーバー、

モバイルサイト自動変換システムやスマートフォン向けサポート事業などに引き続き注力いたしまし

た。なお、法人向けの携帯電話販売事業等を前連結会計年度末に譲渡しております。

以上の結果、当事業の売上高は前年同四半期比1,767百万円減の903百万円、営業利益は前年同四半期比

61百万円増の193百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

総資産は、前連結会計年度末に比べ6,669百万円減少し、20,570百万円となりました。総資産が減少した

主な要因は、売掛金、商品及び製品の減少によるものであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ7,230百万円減少し、12,851百万円となりました。負債が減少した主な

要因は、買掛金、未払金の減少によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ561百万円増加し、7,719百万円となりました。純資産が増加した主な

要因は、利益剰余金が増加したことであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,798,328

計 1,798,328

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 466,882 466,882

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
なお、単元株制度は採用して
おりません。

計 466,882 466,882 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成25年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

─ 466,882─ 1,253 ─ 1,003

　

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　19,839

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 447,043 447,043
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 466,882 ― ―

総株主の議決権 ― 447,043 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社パイオン

大阪市中央区本町一丁目
４番８号

19,839 ― 19,839 4.2

計 ― 19,839 ― 19,839 4.2

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,266,516 2,694,410

売掛金 11,355,375 6,166,812

商品及び製品 3,875,700 2,759,481

販売用不動産 645,920 590,058

繰延税金資産 764,000 764,000

その他 3,030,475 1,446,480

貸倒引当金 △23,400 △12,729

流動資産合計 20,914,588 14,408,514

固定資産

有形固定資産 1,500,009 1,530,741

無形固定資産

のれん 2,285,904 2,202,488

ソフトウエア 34,212 41,987

その他 14,055 14,055

無形固定資産合計 2,334,172 2,258,530

投資その他の資産

投資有価証券 477,504 486,963

差入保証金 1,730,620 1,617,762

長期滞留債権 880,741 876,486

その他 282,486 268,430

貸倒引当金 △880,104 △876,855

投資その他の資産合計 2,491,248 2,372,788

固定資産合計 6,325,429 6,162,059

資産合計 27,240,017 20,570,574
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,877,936 4,343,993

短期借入金 1,860,000 1,425,000

1年内返済予定の長期借入金 1,480,943 1,390,853

1年内償還予定の社債 24,100 24,100

未払金 3,918,047 2,509,226

未払法人税等 393,366 93,817

解約調整引当金 10,039 8,446

賞与引当金 211,198 133,362

その他 1,091,363 1,067,959

流動負債合計 17,866,995 10,996,759

固定負債

長期借入金 1,517,896 1,222,675

社債 340,350 333,300

繰延税金負債 5,950 5,847

その他 351,118 292,767

固定負債合計 2,215,315 1,854,590

負債合計 20,082,310 12,851,349

純資産の部

株主資本

資本金 1,253,842 1,253,842

資本剰余金 1,003,732 1,003,732

利益剰余金 4,793,470 5,328,318

自己株式 △327,740 △327,740

株主資本合計 6,723,305 7,258,152

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,802 7,874

その他の包括利益累計額合計 1,802 7,874

新株予約権 26,009 28,039

少数株主持分 406,589 425,157

純資産合計 7,157,707 7,719,224

負債純資産合計 27,240,017 20,570,574
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 18,644,010 17,362,273

売上原価 14,681,610 14,003,400

売上総利益 3,962,399 3,358,872

販売費及び一般管理費 3,395,534 2,831,796

営業利益 566,865 527,076

営業外収益

受取利息 3,629 4,224

負ののれん償却額 6,481 －

貸倒引当金戻入額 10,357 13,385

持分法による投資利益 － 31,369

償却債権取立益 6,148 －

助成金収入 3,230 805

その他 5,681 11,792

営業外収益合計 35,527 61,575

営業外費用

支払利息 38,853 18,601

支払手数料 2,896 2,499

持分法による投資損失 11,489 －

その他 314 1,161

営業外費用合計 53,552 22,263

経常利益 548,840 566,388

特別利益

投資有価証券売却益 1,587 6,555

子会社株式売却益 － 138,990

固定資産売却益 312 －

特別利益合計 1,900 145,545

特別損失

固定資産除却損 25 11,232

投資有価証券評価損 3,765 17,281

特別損失合計 3,791 28,513

税金等調整前四半期純利益 546,949 683,420

法人税、住民税及び事業税 64,135 96,588

法人税等調整額 － －

法人税等合計 64,135 96,588

少数株主損益調整前四半期純利益 482,813 586,832

少数株主利益 7,186 16,221

四半期純利益 475,626 570,611
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 482,813 586,832

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9,171 8,418

その他の包括利益合計 △9,171 8,418

四半期包括利益 473,641 595,250

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 465,884 576,682

少数株主に係る四半期包括利益 7,757 18,568
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

財務制限条項

１．長期借入金のうち155,200千円（１年内返済予定額を含む）には、下記のいずれかに抵触した場合、

該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付されております。

(1)各連結会計年度末の連結貸借対照表における純資産の部の金額について、前連結会計年度末比80％

以上を維持すること。

(2)各連結会計年度末の連結損益計算書における営業損益について、黒字を維持すること。

(3)各連結会計年度末の連結有利子負債合計額（劣後特約に基づく借入債務を除く）について、ＥＢＩ

ＴＤＡの６倍に相当する金額以下に維持すること。

　
２．長期借入金のうち980,000千円（１年内返済予定額を含む）には、下記のいずれかに抵触した場合、

該当する融資契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項が付されております。

(1)各連結会計年度末の連結貸借対照表における純資産の部の金額について、平成22年３月決算期末日

における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の70％以上を維持すること。

(2)各連結会計年度末の連結損益計算書における営業損益が２期連続して損失とならないようにする

こと。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 122,003千円 105,038千円

のれんの償却額 97,319千円 94,080千円

負ののれんの償却額 △6,481千円 ― 千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 27,962 60平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 35,763 80平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結財務
諸表計上額
(注)３情報インフラ事

業
法人ソリュー
ション事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 15,962,7212,670,57210,716 － 18,644,010

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 15,962,7212,670,57210,716 － 18,644,010

セグメント利益 462,712 132,252 2,459 △30,559 566,865

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等であります。

２．セグメント利益の調整額△30,559千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な事項がないため記載を省略しております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結財務
諸表計上額
(注)３情報インフラ事

業
法人ソリュー
ション事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 16,390,758903,191 68,323 － 17,362,273

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 16,390,758903,191 68,323 － 17,362,273

セグメント利益 346,421 193,254 △3,388 △9,211 527,076

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等であります。

２．セグメント利益の調整額△9,211千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な事項がないため記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 1,020円55銭 1,276円41銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 475,626 570,611

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 475,626 570,611

    普通株式の期中平均株式数(株) 466,049 447,043

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 1,012円54銭 1,263円39銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 3,687 4,606

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月９日

株式会社パイオン

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    原    克    哲    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    村    太    郎    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社パイオンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平
成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年
６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パイオン及び連結子会社の平成25年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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